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　明けましておめでとうございます。

　会員の皆様を始め関係者の皆様方におかれましては、お健やかな新年をお迎えのこととお慶び申

し上げます。

　常日頃から、当協会の業務運営・推進にあたり、多大なご協力を賜り厚く御礼申し上げます。

　平成25年の国土交通省所管の公共土木施設の被害報告額は、平成25年12月13日現在の同省ホーム

ページによれば直轄災害、補助災害合わせて、箇所数15,629箇所、報告額2,250億円とされており

ます。これは過去 5 箇年平均に対して、箇所数1.03倍、報告額0.36倍となっております。

　これらの災害の主なものを振り返ってみますと、 7 月下旬から 8 月上旬にかけて山口、島根、岩

手、秋田県を中心とした土砂災害、浸水被害など大きな被害が発生しました。

　 9 月には台風第18号により四国から北海道の広範囲で多くの被害が発生し、特に「特別警報」が

発令された福井、滋賀、京都府では記録的な大雨となりました。

　さらに、10月には台風第26号により東京都大島町では大規模な土砂災害が発生し、多くの方々が

被害に遇われました。

　全国各地で被災されました方々には衷心よりお見舞い申し上げますとともに、一日も早い被災地

の復旧・復興を願っております。

　このような中、 9 月に「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）」は、気候システムの温暖化に

ついては疑う余地がなく、今後、極端な降水がより強く、より頻繁となる可能性が非常に高い旨を

年頭のご挨拶

（公社）全国防災協会 会長　陣　内　孝　雄
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公表しました。

　首都直下地震、南海トラフ巨大地震への備えは喫緊の課題であり、地震被害及び津波被害を軽減

化のため、全国レベルで公共施設の耐震化、津波対策等を強力に推進する必要があります。

　このように、勢力の強い台風の来襲や、ゲリラ豪雨が各地で頻発する傾向は今後も続くと予測さ

れており、このような状況を踏まえると、災害予防対策のより強力な推進が国政の最重要課題であ

ることは申し上げるまでもありません。また、迅速で的確な災害復旧を行うことや改良復旧を積極

的に取り入れることは民生の安定を図り、被災地の復旧・復興に資するために極めて効果的であり

ますので、これらの採択等について、今後とも国会関係及び政府関係機関に訴えて参る所存であり

ます。さらに、当協会と致しましても、災害復旧技術専門家派遣制度をより積極的に活用できるよ

うにと考えております。

　昨年12月24日に閣議決定された平成26年度予算案における公共事業費は約 6 兆円、対前年度比

12.9％増が計上されました。25年度の補正予算案と合わせ約100兆円をもって景気を下支えする方

針とのことです。このような対策により、 3 .11東日本大震災や昨年の災害による被災地の復旧・

復興が促進するものと大いに期待しているところであります。

　本年も当協会は公益社団法人として着実な公益事業を実施して参りますので、さらなるご支援を

賜りますようお願い申し上げますとともに、会員各位と関係者の皆様の益々のご健勝及びご多幸を

祈念しまして、新年のご挨拶とさせて頂きます。



（ 4 ） 第 775 号 防 災 平 成 26 年  1  月  1  日

年頭所感
　命と暮らしを支えるために

国土交通省水管理・国土保全局長　森　北　佳　昭

　新しい年を迎えるにあたり、謹んで新春のご挨拶を申し上げます。

　皆様には、日頃から水管理・国土保全局の所管行政の推進にご支援、ご協力を賜り、厚く御礼申

し上げます。

　ご承知の通り、我が国は水害・土砂災害をはじめ、地震・津波等様々な自然災害が発生する条件

下にあります。昨年は、各地で 1 時間雨量100㎜を超える大雨に見舞われました。また、台風26号

の豪雨に伴う伊豆大島での土砂災害、関東平野で発生した竜巻等、全国各地で多くの災害が発生し

ました。一方で、関東や中部、四国地方を中心に渇水も発生しました。地球温暖化に伴う気候変動

の影響が考えられますが、大雨の頻度増加、台風の激化等により水害、土砂災害、高潮災害等が頻

発・激甚化するとともに、降雨の変動幅が大きくなることに伴う渇水の頻発や深刻化が懸念されて

います。

　昨年の災害においてはダムの洪水調節による洪水被害の防止・軽減など、事前の予防対策が顕著

な効果を発揮しました。また、確実に迫っている南海トラフ巨大地震や首都直下地震など大規模災

害に的確に対応していくためには、東日本大震災から得られた教訓である「災害には上限がない」、

「何としても人命を守る」ことの重要性を再認識し、ハード・ソフト両面にわたる施策を適切に組

み合わせた防災・減災対策を一層推進していく必要があると考えています。

　昨年 7 月に大臣を本部長として設置された「国土交通省南海トラフ巨大地震・首都直下地震対策

本部」において、南海トラフ巨大地震対策計画の中間とりまとめを昨年 8 月に策定しました。現在、

地方ブロックごとの地域対策計画策定や首都直下地震の対策計画の策定へ向けて検討を進めていま

す。

　昨年の災害対応では、TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）の活動が報道等でも注目されました。

被災状況の把握や、行方不明者の捜索活動の支援、被災地方公共団体等への助言などを行うため、

昨年度だけで延べ6,000人・日以上の隊員を派遣しました。今後も被災地の早期復旧のための技術

的支援を迅速に実施すべく、TEC-FORCE の充実・強化に努めてまいります。

　災害への予防的対策や災害発生から復旧・復興までの各段階の対策の円滑化を図るため、このよ
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うな対策のほか、土砂災害関連情報の共有の推進や、緑の防潮堤の整備など緑の防災・減災の推進

等にも取り組みます。

　また、防災・減災対策とともに老朽化対策も重要なテーマとして取り組んでまいります。

　水管理・国土保全局としましては、所管施設の集中点検等の結果に基づいて、必要な対策を実施

してまいります。地方公共団体に対しても、相談窓口の設置やインフラ長寿命化基本計画に基づく

行動計画の策定や個別施設計画の策定への支援等を行ってまいります。

　昨年 6 月の河川法の改正を受けて、河川管理者が施設を維持・修繕する際に最低限遵守すべき技

術的基準を政令で定めました。また、河川環境の整備や河川の維持に自主的に取り組む民間団体を

河川協力団体として指定する制度も創設しており、指定に向けた準備を進めています。

　国際展開に関しては、昨年 5 月に水管理・国土保全局に発足した国際室を中心により一層推進し、

我が国のプレゼンスを強化するべく努めています。

　我が国の災害の知識・経験を踏まえ、国連等における今後の防災の枠組みを議論する国際会議に

積極的に参加し、国際社会における「防災の主流化」を推進してまいります。また、我が国の技術・

システムの国際標準化や、アジアをはじめとする災害に脆弱な国に対して ｢防災協働対話｣ を実施

することによる防災分野の支援強化などの二国間協議等を進めることにより、水分野における国際

競争力の強化や海外展開を推進します。

　一方、水環境の保全・再生等については、すべての川づくりの基本として「多自然川づくり」を

推進するとともに、地域と連携しながら、河川を軸とした生態系ネットワークの形成等の取組を行

ってまいります。また、流域を中心とした一連の水の流れにおいて、人間の活動と環境保全の観点

から、水の機能が適切なバランスのもとに確保されている状態である「健全な水循環系」の構築に

向けた取組や生活排水等の汚水処理による水環境の改善に努めていきます。

　さらに、強い経済の再生、国の成長戦略として、世界中から人と活力を惹きつける魅力ある水辺

整備を進めるため、「景観（デザイン）」、「観光」、「民間活力」等、総合的な観点から、都市の水辺

とまちをソーシャルデザイン（「つくる」から「育てる」への転換）し、風格と賑わいを創出する

ための取組を推進してまいります。

　申すまでもありませんが、国民の生命・財産を守ることは国の最も重要な使命です。国民一人一

人が安全・安心に暮らしていくことができるよう、国、地方公共団体等関係機関がしっかり連携し

て防災・減災、老朽化対策の取組を進めていくとともに、世界に対しても水分野における我が国の

プレゼンスを強化してまいりたいと考えております。

　皆様のご支援・ご協力を心からお願いし、年頭のご挨拶といたします。
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　新春を迎え、謹んで新年のご挨拶を申し上げます。

　昨年は、 7 月の山口県・島根県での記録的な大雨による災害を皮切りに、 8 月の岩手県・秋田県

での記録的な大雨による土石流被害、 9 月の台風18号による京都府由良川・桂川での大規模な浸水

被害、そして10月の台風26号による伊豆大島での24時間降水量800ミリを超える大雨で大規模な泥

流が発生し、死者35名、行方不明者 4 名という甚大な被害が生じるなど水害が発生しました。また、

9 月の埼玉県・千葉県・栃木県をはじめとして、全国的に竜巻による災害が発生するなど、大きな

被害を伴う風水害が頻発いたしました。

　また、平成25年に観測史上 1 位の 1 時間雨量を記録

した観測所は133地点、39都道府県あり、短時間での

集中豪雨はここ10年間で増加傾向にあります。

　これらの災害に対し、国土交通省では昨年 TEC-

FORCE（緊急災害対策派遣隊）隊員1,374人、排水ポ

ンプ車252台、照明車178台、衛星通信車99台など災害

対策車両延べ566台を、全国の地方整備局等から31都

道府県、90市町村に派遣し、発災直後から被災状況の

把握や被害拡大防止などの技術的な支援を実施しまし

た。特に、台風26号による伊豆大島の大規模土砂災害

においては、派遣第 1 陣が自衛隊ヘリで被災地入りし、

雨が降り続く中での捜索活動に対し、二次災害の危険

性を監視・助言しました。

　また、関係機関の活動としまして、各地において、越水や漏水を軽減・防止するなど堤防の決壊

を防止する水防活動が行われ、浸水被害の防止・軽減に寄与し、国土地理院は台風26号の被災当日

に所有する航空機を派遣し、上空からの状況調査が実施され、自衛隊・海上保安庁等による救命・

救助活動に貢献しました。

新年のご挨拶

国土交通省水管理・国土保全局 防災課長　塚　原　浩　一

平成25年に観測史上 １位の １時間雨量を
記録した観測所位置図
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　今後の課題としましては、台風26号における伊豆大島の支援においては、自衛隊との連携により

TEC-FORCE 隊員や資機材の輸送を実施しましたが、島嶼部や孤立地の災害支援をより迅速かつ

確実に行うためには、より一層の関係機関との連携強化が必要となります。また、災害発生時は、

リエゾンを被災自治体に派遣し、情報収集や被災地ニーズの把握を行い、迅速かつ適確な被災地支

援を実施しましたが、災害支援をより適確に行うため、発災前からのリエゾン派遣や平時からの自

治体との関係強化が必要となります。

　また、公共土木施設災害については、全国47全ての都道府県、 7 政令市において、15,629箇所、

被害額は2,251億円に上りました（12月13日時点）。 これは、過去 4 年間（Ｈ20～Ｈ24　東日本大

震災が発生したＨ23は除く）の平均に比べ、1.5倍の規模となっています。 とりわけ河川の被害は、

8,911箇所、被害額が1,294億円と多く、全体の約 6 割を占め、水害が頻発した状況と付合しています。

　このような中、国土交通省では特に被害が集中した自治体に対し、早期復旧を支援するため、災

害復旧の迅速化に向け、総合単価使用限度額と机上査定額について設計図書の簡素化及び総合単価

使用限度額や机上査定の対象限度額を緩和する等、自治体の災害復旧事業の査定を簡素化いたしま

した。

　さて、昨年は臨時国会において、「東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措

置法」の改正や、「首都直下地震対策特別措置法」と「強くしなやかな国民生活の実施を図るため

の防災・減災等に資する国土強靱化基本法」の制定があり、大規模災害に対する備えを推進する環

境が整えられました。国土交通省ではその動きに先んじ、国の存亡に関わるような甚大な被害が想

定される南海トラフ巨大地震及び首都直下地震への備えを検討するため、昨年 7 月 1 日、省内に大

臣をトップとする対策本部を設置し、 8 月22日には南海トラフ巨大地震に対する対策計画を中間的

にとりまとめ、各地方ブロックにおいて、より具体的・実践的な地域対策計画の検討に着手してい

ます。また、災害対応力の強化を図る等、地方ブロックを越えた広域的かつ実践的な防災訓練を国、

自治体、その他公共機関等（292団体約15,000名、車両168台、航空機42機、船舶21隻が参加）が一

体となって実施しています。

　本年も頻発する災害に対し、国土交通省では応急対応や事前対策を進めるとともに、省の総力を

挙げて取り組むべき大規模災害に対しても、計画づくりや訓練を通じ、リアリティを重視した対策

を進めてまいります。

　結びに、貴協会のご発展と会員の皆様のご健勝をお祈り申し上げ、新年のご挨拶とさせていただ

きます。
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平成25年の災害と対応（速報版）

国土交通省水管理・国土保全局防災課
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　（公社）全国防災協会主催の「平成25年度災害復旧

促進全国大会」が、去る12月 5 日（木）東京都千代

田区の砂防会館（別館１階：シェーンバッハ ･サボ

ー）において、全国から5３０人余の会員 ･賛助会員

及び来賓等のご参加を得、定刻の1３時より開催され

ました。

　大会の開催にあたり、はじめに陣内孝雄 会長よ

り挨拶があり、その後、本会の議事進行にあたり議

長として陣内孝雄 会長が選出されました。

　引き続きご来賓としてご出席を賜りました太田昭

宏 国土交通大臣、坂本剛二 衆議院災害対策特別委

員会委員長、竹谷とし子 参議院災害対策特別委員

会委員長よりご挨拶をいただきました。

　その後、ご来賓としてご出席を賜りました国土交

通省幹部及び衆参両院国会議員の先生方のご紹介が

平成25年度 災害復旧促進全国大会 開催

と　き　平成25年12月 5 日（木）13：00〜 ところ　東京都千代田区 砂防会館
（別館１階シェーンバッハ・サボー）

ありました。ご来賓の皆様には、ご多忙中にもかか

わらず本大会にご出席をいただきまして誠にありが

とうございました。本紙をお借りし、心より感謝申

し上げます。

　続いて功労者表彰が行われました。災害復旧事業

及び災害防止事業に多年にわたり献身精励し顕著な

功績のあった個人４９人及び ３団体、及び前年災害に

おいて功績のあった 6団体に対し、陣内孝雄会長よ

り「平成25年度 災害復旧及び災害防止功労者」と

して表彰状と記念品が授与されました。

　また、受賞者を代表し、個人表彰を受けられた元

静岡県河川砂防局技監の岡田康身 氏より謝辞をい

ただきました。

　受賞者の皆様には心よりお祝い申し上げますとと

もに、今後益々のご健勝とご活躍をご祈念申し上げ
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会　長　挨　拶

来　賓　挨　拶

来賓挨拶　衆議院災害対策特別委員長　坂本　剛二

来賓挨拶　参議院災害対策特別委員長　竹谷 とし子

会長挨拶　陣内　孝雄

来賓挨拶　国土交通大臣　太田　昭宏

ます。

　休憩を挟み、要望決議に先立ち、地方代表意見

要望発表者として、岩手県岩手郡雫石町長 深谷政

光 氏より、本年 ８ 月上旬に発生した岩手 ･秋田県

境での豪雨により甚大な被害が発生した地元の被災

状況や要望など、意見発表がなされました。

　被災された地方代表からの要望意見を受け、議長

から国会並びに政府関係機関に対する本大会での

「要望決議」についての提案があり、「要望決議（事

務局案）」が小池清彦 副会長（新潟県加茂市長）よ

り披露され、会員総意の賛同により、事務局（案）

とおり「要望決議書」として採決され、平成25年度

の災害復旧促進全国大会は無事終了いたしました。

　大会終了後、直ちに本大会で決議された「要望決

議書」をもって、各都道府県の参加者により、国会

及び国の関係機関に対し、その実現方の要望活動が

実施されました。
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来　賓　紹　介

出席国会議員

　衆議院議員

（敬称略）

平成25年度 災害復旧促進全国大会 次第

1 ．開　　会
2．会長挨拶	 陣　内　孝　雄
３．議長選出
４．来賓挨拶　　　　　　　　　　国土交通大臣	 太　田　昭　宏
　　　　　　　　　　　　　　　　衆議院災害対策特別委員会 委員長	 坂　本　剛　二
            　　　　　　　　　　参議院災害対策特別委員会 委員長	 竹　谷　とし子
5．来賓紹介（祝電披露）
6．災害復旧及び災害防止事業功労者表彰
7．被災地代表意見発表　　　　　岩手県岩手郡雫石町 町長	 深　谷　政　光
８．大会要望決議採択
９．閉　　会

青　山　周　平（愛知・12区）
赤　枝　恒　雄（比例・東京）
阿　部　寿　一（山形・ ３区）
あ　べ　俊　子（比例・中国）
石　田　祝　稔（比例・四国）
伊　藤　信太郎（宮城・ ４区）
伊　藤　忠　彦（愛知・ ８区）
井　野　俊　郎（群馬・ 2区）
井　上　貴　博（福岡・ 1区）
井　林　辰　憲（静岡・ 2区）
岩　田　和　親（佐賀・ 1区）
大　串　正　樹（兵庫・ 6区）
大　見　　　正（愛知・13区）
小田原　　　潔（比例・東京）
小　渕　優　子（群馬・ 5区）
勝　沼　栄　明（比例・北海道）
門　　　博　文（比例・近畿）
金　子　恵　美（新潟・ ４区）
神　山　佐　市（埼玉・ 7区）
川　田　　　隆（比例・東海）
河　野　正　美（比例・九州）

神　田　憲　次（愛知・ 5区）
木　内　　　均（比例・北陸信越）
黄川田　仁　志（埼玉・ ３区）
北　村　茂　男（石川・ ３区）
北　村　誠　吾（長崎・ ４区）
郡　　　和　子（比例・東北）
小　島　敏　文（比例・中国）
小宮山　泰　子（比例・北関東）
坂　本　剛　二（福島・ 5区）
桜　井　　　宏（比例・東海）
左　藤　　　章（大阪・ 2区）
清　水　誠　一（比例・北海道）
鈴　木　貴　子（比例・北海道）
瀬　戸　隆　一（比例・四国）
高　木　宏　壽（北海道・ ３区）
高　橋　ひなこ（比例・東北）
竹　下　　　亘（島根・ 2区）
武　部　　　新（北海道・12区）
武　村　展　英（滋賀・ ３区）
竹　本　直　一（比例・近畿）
谷　　　公　一（兵庫・ 5区）
土　屋　正　忠（東京・18区）
とかしきなおみ（大阪・ 7区）
中　川　俊　直（広島・ ４区）
長　坂　康　正（愛知・ ９区）
長　島　忠　美（新潟・ 5区）
中　谷　真　一（比例・南関東）
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　参議院議員

代理出席国会議員

　衆議院議員
赤　沢　亮　正
池　田　道　孝
石　川　昭　政
石　田　真　敏
石　破　　　茂
伊　東　信　久
井　上　信　治

井　上　英　孝
岩　永　裕　貴
上　杉　光　弘
江　崎　鉄　磨
衛　藤　征士郎
遠　藤　利　明
大　口　善　徳

中　村　裕　之（北海道・ ４区）
西　川　京　子（比例・九州）
西　村　明　宏（宮城・ ３区）
野　間　　　健（鹿児島・ ３区）
林　田　　　彪（比例・九州）
平　口　　　洋（広島・ 2区）
藤　丸　　　敏（福岡・ 7区）
藤　原　　　崇（比例・東北）
船　橋　利　実（北海道・ 1区）
細　田　健　一（新潟・ 2区）
牧　島　かれん（神奈川・17区）
牧　原　秀　樹（比例・北関東）
三　木　圭　恵（比例・近畿）
三ツ林　裕　巳（埼玉・14区）
三　原　朝　彦（福岡・ ９区）
宮　内　秀　樹（福岡・ ４区）
宮　崎　謙　介（京都・ ３区）
宮　澤　博　行（静岡・ ３区）
宮　下　一　郎（長野・ 5区）
武　藤　容　治（岐阜・ ３区）
村　岡　敏　英（比例・東北）
盛　山　正　仁（兵庫・ 1区）
保　岡　興　治（鹿児島・ 1区）
簗　　　和　生（比例・北関東）
山　田　賢　司（兵庫・ 7区）

小　坂　憲　次（比例）
佐　藤　信　秋（比例）
竹　谷　とし子（東京）
塚　田　一　郎（新潟）
野　田　国　義（福岡）
藤　川　政　人（愛知）
藤　本　祐　司（静岡）
若　林　健　太（長野）

大　島　理　森
大　塚　高　司
大　塚　　　拓
奥　野　総一郎
小此木　八　郎
鬼　木　　　誠
梶　山　弘　志
加　藤　勝　信
金　子　一　義
金　子　恭　之
金　田　勝　年
亀　井　静　香
亀　岡　偉　民
河　井　克　行
菅　家　一　郎
管　野　佐智子
岸　　　信　夫
岸　田　文　雄
北　川　知　克
木　原　　　稔
木　村　太　郎
工　藤　彰　三
河　野　太　郎
国　場　幸之助
小　林　鷹　之
小　林　史　明
小　松　　　裕
坂　元　大　輔
坂　本　哲　志
桜　田　義　孝
笹　川　博　義
佐　田　玄一郎
佐　藤　正　夫
椎　木　　　保
塩　谷　　　立
階　　　　　猛
柴　山　昌　彦
島　田　佳　和
新　谷　正　義
新　原　秀　人
助　田　重　義
鈴　木　馨　祐
鈴　木　俊　一
鈴　木　淳　司
鈴　木　義　弘
薗　浦　健太郎
高　市　早　苗
高　鳥　修　一

高　橋　美　穂
橘　　　慶一郎
田　所　嘉　徳
田　中　良　生
棚　橋　泰　文
田野瀬　太　道
田　畑　裕　明
田　村　憲　久
辻　　　清　人
津　島　　　淳
土　屋　品　子
寺　島　義　幸
渡　海　紀三朗
冨　樫　博　之
冨　岡　　　勉
中　丸　　　啓
中　村　喜四郎
永　山　文　雄
中　山　泰　秀
西　岡　　　新
西　村　康　稔
西　銘　恒三郎
野　中　　　厚
萩生田　光　一
橋　本　　　岳
橋　本　英　教
浜　地　雅　一
原　口　一　博
原　田　憲　治
原　田　義　昭
平　沼　赳　夫
福　井　　　照
福　田　達　夫
福　山　　　守
藤　井　孝　男
古　川　禎　久
細　田　博　之
保　利　耕　輔
堀　内　詔　子
桝　屋　敬　悟
町　村　信　孝
松　田　　　学
松　野　博　一
三ツ矢　憲　生
御法川　信　英
宮　崎　政　久
宮　沢　隆　仁
務　台　俊　介
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武　藤　貴　也
茂　木　敏　充
森　　　英　介
山　口　泰　明
山　本　公　一
山　本　幸　三
山　本　　　拓

山　本　有　二
湯　川　一　行
吉　川　貴　盛
吉　川　　　元
吉　野　正　芳
若　宮　健　嗣
渡　辺　博　道

　参議院議員
石　井　準　一
石　井　正　弘
井　原　　　巧
大　野　泰　正
尾　辻　秀　久
北　村　経　夫
上　月　良　祐
島　田　三　郎
清　水　貴　之
高　野　光二郎
滝　沢　　　求
伊　達　忠　一
豊　田　俊　郎
中　泉　松　司
中　野　正　志
長　峯　　　誠
二之湯　武　史
羽　田　雄一郎
馬　場　成　志
古　川　俊　治
堀　井　　　巌
舞　立　昇　治
牧　山　弘　恵
松　山　政　司
三　木　　　亨
三　宅　伸　吾
森　　　雅　子
森　屋　　　宏

山　本　一　太
青　木　一　彦
石　井　浩　郎
猪　口　邦　子
岩　井　茂　樹
岩　城　光　英
大　家　敏　志
岡　田　直　樹
岡　田　　　広
片　山　虎之助
金　子　原二郎
岸　　　宏　一
柴　田　　　巧
関　口　昌　一
鶴　保　庸　介
野　上　浩太郎
野　村　哲　郎
長谷川　　　岳
浜　田　和　幸
広　田　　　一
福　岡　資　麿
前　田　武　志
松　村　祥　史
宮　沢　洋　一
山　本　順　三
脇　　　雅　史
渡　辺　猛　之

国土交通省

国土交通大臣  太　田　昭　宏
国土交通副大臣  髙　木　　　毅
国土交通大臣政務官  土　井　　　亨
国土交通大臣政務官  中　原　八　一
水管理・国土保全局長	 森　北　佳　昭

　　　〃　　　次長	 加　藤　久　喜

　　　〃　　　水資源部長	越　智　繁　雄

　　　〃　　　大臣官房審議官

	 秋　本　佳　則

　　　〃　　　砂防部長	 大　野　宏　之

北海道局長	 関　　　博　之

関係団体

全国治水期成同盟会連合会 専務理事

	 楢　崎　晃　久

（一財）国土技術研究センター

	 谷　本　光　司

（一財）砂防・地すべり技術センター 理事長

	 近　藤　浩　一

（一財）河川情報センター 理事長

	 藤　井　友　竝

（公社）雨水貯留浸透技術協会

	 屋　井　裕　幸

（一社）全国治水砂防協会 理事長

	 岡　本　正　男

壇上風景　ご来賓の方々及び意見発表者
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埼　玉　県	 柳　　　四　郎
	 諏　訪　君　昭
千　葉　県	 露　㟢　　　茂
	 古　橋　守　雄
新　潟　県	 塚　田　清　嗣
	 高　橋　宗　男
富　山　県	 中　村　信　悟
山　梨　県	 市　川　真　司
	 田　中　　　茂
岐　阜　県	 木　下　敬　隆
	 赤　堀　芳　郎
静　岡　県	 岡　田　康　身

（個人の部）　４９名
青　森　県	 高　田　弘　雄
岩　手　県	 笹　原　敬　悦
	 小　上　一　治
福　島　県	 大　谷　和　意
	 大　島　雅　之
	 原　田　秀　一
茨　城　県	 十八公　伸　昌
	 太　田　照　一
栃　木　県	 細　島　通　夫
群　馬　県	 中　村　　　達
	 木　田　　　仁

平成25年度災害復旧及び防災事業功労者表彰名簿

祝　電　披　露

　平成25年度災害復旧促進全国大会のご盛会を、心
よりお慶び申し上げます。
　日頃より皆様方には災害復旧事業促進にご尽力頂
き、誠に有難うございます。
　東日本大震災をはじめ、多発する災害の早期復旧、
そして復興に対する皆様方のご尽力に深く敬意を表
しますと共に、国民の安全を守り今後災害を防ぐた
めに皆様方のより一層のご活躍を心よりお祈りいた
します。

参議院議員　脇　　雅史

　他に祝電をお寄せ頂いた方（敬称略）
衆議院議員
　　石　井　啓　一　　　漆　原　良　夫
　　大久保　三　代　　　小　川　淳　也
　　松　本　　　純　　　若　井　康　彦

参議院議員
　　佐　藤　信　秋

壇上風景　ご来賓の国会議員の先生方 壇上風景　本協会役員及びご来賓の国土交通省の方々
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静　岡　県	 田　代　逸　郎
	 榊　原　光　雄
	 稲　葉　四　郎
三　重　県	 福　島　敏　彰
	 山　下　卯　市
兵　庫　県	 今　中　治　夫
	 髙　見　省　二
島　根　県	 見　継　敏　博
	 野　津　　　達
	 福　田　　　滋
山　口　県	 澤　田　晴　彦
徳　島　県	 篠　原　明　広
	 元　木　幸　男
高　知　県	 福　本　英　司
	 金　井　英　治
福　岡　県	 平　島　孝　幸
	 藤　原　秀　三
佐　賀　県	 立　部　三喜男
長　崎　県	 池　田　茂　之
	 新　原　正　幸

	 松　尾　　　至
熊　本　県	 山　崎　雅　弘
大　分　県	 森　　　繁　文
鹿 児 島 県	 濵　田　俊　二
	 松　元　茂　雄
沖　縄　県	 豊　元　實　正

（団体の部）　 ９団体
※岐阜県	 一般社団法人　岐阜県西濃建設
	 業協会
	 （理事長　佐竹　　武）
　岐阜県	 一般社団法人　揖斐建設業協会
	 （理事長　久保田一成）
　和歌山県	 紀南建設業協同組合
	 （理事長　丸山　博之）
　和歌山県	 田辺西牟婁測量設計業
	 協同組合
	 （理事長　天川　進也）
※福岡県	 福岡県土木組合連合会朝倉支部
	 （支部長　平田　立身）
※福岡県	 福岡県土木組合連合会
	 久留米支部
	 （支部長　三原　次雄）
※福岡県	 福岡県土木組合連合会八女支部
	 （支部長　安永　朋生）
※福岡県	 福岡県土木組合連合会柳川支部
	 （支部長　鍋田　政則）
※大分県	 一般社団法人　大分県建設業協
	 会竹田支部
	 （支部長　友岡　孝幸）
※前年災害において功績のあった団体

功労者表彰 謝辞
　御指名をいただきました静岡県の岡田でございま
す。
　多くの先輩方もおられる中で、誠に僭越ではござ
いますが、受賞者を代表いたしまして、御礼を申し
上げます。
　本日は、このような栄えある受賞の機会を御用意
いただきまして、陣内会長をはじめ、全国防災協会
の皆様、誠にありがとうございました。大変光栄に

存じます。（礼）
　また、ご来賓の皆様には、師走の大変ご多忙の中、
御臨席を賜り、厚く御礼を申し上げます。ありがと
うございます。（礼）
　私ごとで恐縮ですが、本年の ３月まで、県の職員
という立場で、幾多の災害復旧事業に関わってまい
りました。
　振り返りますと、県に入庁して間もない昭和5３年
1 月、伊豆半島で「伊豆大島近海地震」を原因とす
る山崩れやがけ崩れが発生し、25名の尊い命を失い、

功労者受賞（代表：岡田　康身 元 静岡県技監）
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また負傷者も2００名を超えるなど、本県の災害史に
残るものとなりました。
　当時、私は、被災地域を管轄する部署におりまし
て、私自身にとりましては、初めて経験する大災害
への災害復旧となり、先輩職員に付いて伊豆半島の
広範囲にわたる被害調査に始まり、災害査定、事業
申請、災害復旧事業の施工等に奔走したことを思い
出します。
　以降、様々な災害現場を担当するたびに、自然災
害の恐ろしさを実感いたしました。また、それとと
もに、被災し、不自由を強いられる県民を一刻も早
く元の生活に戻してあげたい、また地域を災害から
守りたいという土木技師としての使命感、やりがい
を感じ、災害復旧はもとより、危険個所の災害防止
の重要性を認識し業務に取り組み、また後輩の指導
にも当たってまいりました。
　微力ではございましたが、このような取組をこの

たび評価いただいたとすれば、今まさに現場の第一
線で活躍されている方々にとって、これからの大き
な励みになることと確信しております。
　我が国は、地理的条件や気候的な特徴から、これ
までも多くの地震や風水害、土砂災害等に見舞われ
ながらも、国をあげてその復旧に取り組んでまいり
ました。
　私たちは、本日の栄誉ある受賞を受けましたこと
を胸に、これからも様々な立場で、その一翼を担え
るよう努めてまいりたいと存じます。
　今後とも、国土交通省、全国防災協会の皆様、並
びに御臨席の皆様方の尚一層のご指導とご鞭撻をお
願い申し上げますとともに、益々のご健勝を祈念い
たしまして、簡単ではございますが、御礼の言葉と
させていただきます。
　本日は、誠にありがとうございました。

平成25年度災害復旧及び災害防止事業功労者表彰
受章者代表　静岡県　岡田　康身

功労者謝辞（代表：岡田　康身 元 静岡県技監）

平成25年度　功労者表彰の方々

意見発表者（岩手県雫石町長　深谷　政光）

意見発表風景

地方代表意見発表
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要　望　決　議

要望書の披露　小池　清彦（新潟県加茂市長）

決　　　議
　我が国は、地理的、気象的に自然災害に対して極
めて厳しい条件下にあり、歴史的に見て幾度もの大
きな水害や地震等に見舞われ、甚大な被害を被って
いる。
　本年の主な災害を振り返ると、 7月26日から ８月
2日にかけて、西日本から北日本の広い範囲で大気
の状態が不安定となり、各地で多くの被害が発生し
た。特に山口県と島根県では、死者、行方不明者 ４
名、家屋の全壊等189棟、浸水家屋約2,０００棟の被害
が発生した。
　さらに、 ８月 ８日から ９日にかけて、日本海から
湿った空気が流れ込み、岩手県、秋田県を中心に記
録的な大雨となり、死者 ８名、家屋の全壊等37棟、
浸水家屋約1,８5０棟の被害が発生した。
　 ９月には、13日に小笠原諸島付近で発生した台風
第18号が、発達しながら日本の南海上を北上し、16
日に暴風域を伴って愛知県豊橋市付近に上陸後、関
東地方から東北地方を通過し太平洋沖に抜けた。こ
のため、15日から16日にかけて四国から北海道の広
範囲で大雨となった。特に、気象庁が本年 ８月30日
から運用を開始した「特別警報」が初めて発令され
た福井県、滋賀県及び京都府では、記録的な大雨と
なった。この台風は、死者、行方不明者 7名、家屋
の全壊等1,65０棟、浸水家屋1０,０００棟を超える被害
が発生した。
　さらに、10月に入ると、11日にマリアナ諸島付近
で発生した台風第26号が、16日に大型で強い勢力を
保ちながら伊豆諸島北部を通過した。この台風によ

り東日本、北日本の太平洋側を中心に大雨となった。
特に、東京都大島町では、一時間雨量122.5ミリ、
24時間雨量８2４.０ミリに達する記録的な大雨となり、
大規模な土砂災害が発生し、同町で死者35名、行方
不明者 ４名等の甚大な被害が発生した。
　このような中、「気候変動に関する政府間パネル
（IPCC）」が公表した第 5 次評価報告書によると、
今世紀末までに極端な降水がより強く、頻繁になる
可能性が非常に高いと予測している。また、気象庁
によると、「昭和51年以降37年間について短時間強
雨の長期変化をみると、明瞭な増加傾向を示してい
る。」としている。
　このように、勢力の強い台風の襲来や、ゲリラ豪
雨が各地で頻発する傾向は今後も続くと予測されて
おり、より一層の防災対策の推進が求められている。
　平成25年は、主として台風に伴う雨による被害が
多かったが、首都直下地震、南海トラフ巨大地震へ
の備えは喫緊の課題であり、地震被害及び津波被害
をできるだけ少なくするため、全国レベルで公共施
設の耐震化、津波対策等を強力に推進する必要があ
る。
　これらへの対処として、災害予防対策をより強力
に進めるとともに、災害が発生したとき、被災した
地方公共団体に対して復旧・復興を速やかに行える
よう適切な措置を図ることは、国としての義務であ
り責務である。
　これらの点を踏まえ、国会並びに政府に対して次
の事項が実現されるよう強く要望する。

1 ．全国各地で甚大な被害となった平成25年発生公
共土木施設災害の、早期復旧を図るとともに、改
良復旧事業を積極的に取り入れ、再度災害防止を
図るための災害関連事業等の迅速な採択と促進に
向け所要の措置を講ずること。
2．東日本大震災を教訓として、また、首都直下地
震や南海トラフ巨大地震の被害想定を踏まえて、
全国の防災、震災対策等の充実強化を図ることが
緊急な課題である現状において、復旧、復興財源
の全国防災対策費については、財源を確保すると
ともに、全国の必要な地域に十分な配分を行い、
早期の効果発現を図ること。
3．地方公共団体が管理している河川及び海岸につ
いて、津波対策として必要な堤防の嵩上げ、水門
等の自動化、遠隔操作化等が早急に図られるよう、
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《滋 賀 県》　 1名	 《京 都 府》　 1名

《兵 庫 県》　 ３名	 《奈 良 県》　 ３名

《和歌山県》　 ８名	 《鳥 取 県》　 1名

《島 根 県》　 ４名	 《岡 山 県》　 1名

《広 島 県》　 5名	 《山 口 県》　 2名

《徳 島 県》　 ３名	 《香 川 県》　 ３名

《愛 媛 県》　 2名	 《高 知 県》　 5名

《福 岡 県》　1０名	 《佐 賀 県》　 ４名

《長 崎 県》　 5名	 《熊 本 県》　 ３名

《大 分 県》　 ４名	 《宮 崎 県》　 ３名

《鹿児島県》　 5名	 《沖 縄 県》　 2名

《賛助会員》　15名

各県出席者状況一覧
《北 海 道》　 6名	 《青 森 県》　 6名

《岩 手 県》　 ９名	 《宮 城 県》　 7名

《秋 田 県》　 1名	 《山 形 県》　 2名

《福 島 県》　12名	 《茨 城 県》　 ４ 名

《栃 木 県》　 ３名	 《群 馬 県》　 6名

《埼 玉 県》　 6名	 《千 葉 県》　 ３名

《東 京 都》　 2名	 《神奈川県》　 2名

《新 潟 県》　 ８名	 《富 山 県》　 5名

《石 川 県》　 ４名	 《福 井 県》　 1名

《山 梨 県》　12名	 《長 野 県》　1４名

《岐 阜 県》　12名	 《静 岡 県》　21名

《愛 知 県》　 ０名	 《三 重 県》　1４名

国の財政支援措置を図るとともに、直轄管理に係
るこれら施設についても、同様の事業が早急に図
られるよう措置すること。
４．被災した地方公共団体に対し、迅速かつ的確に
被災状況の調査や応急活動、復旧に関する技術支
援を行う TEC-FORCE の体制、装備の充実や、

災害発生時に地方公共団体の長を支援するリエゾ
ンの体制充実を図られたい。

　　　以上、決議する。
　　　　平成25年12月 5 日

災害復旧促進全国大会　　　

会場内風景 受付風景
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《各県コーナー》

１．はじめに
　栃木県は関東地方の北部に位置し、面積は約
6,408㎢で関東最大（全国第20位）の広大な県土を
有し、県庁所在地の宇都宮市は東京から約100㎞、
新幹線で概ね 1時間のところに位置しています。
県境に海岸線を有しない内陸県で、県内の地域は
概ね宇都宮市を中心とした県央部、栃木市、小山
市、佐野市、足利市等の県南部、大田原市、那須
塩原市を中心とする県北部に分けられます。県名
については、1873年（明治 6年）の 6月15日に宇
都宮県と栃木県が合併した際に県庁が置かれた
「栃木」に由来するものです。その後、県庁は「宇
都宮」に移されましたが県名はそのままとされま
した。

２ ．地域の概要
　地形的には東部の八溝山地、北部から西部にか
けての那須連山等の山岳地帯、県中央から南部に
かけての鬼怒川等の沿岸平野部の 3地域に大別さ
れます。
　また、本県の河川は、利根川水系、那珂川水系、
久慈川水系の 3水系に属し、一級河川が297河川、
総延長2,696㎞、準用河川が39河川、総延長107㎞
となっており、一級河川のうち、その91.6％にあ
たる2,473㎞について、県が管理を行っています。
これら河川の多くは関東平野を流れる河川の上・
中流部に位置していることから、河床勾配が急で、
川の流れが速く、大雨が降ると川に水が一気に流
れ出し洪水になりやすい自然的特徴があります。

平成２5年における栃木県の状況

……………………………………………栃木県県土整備部河川課

平成１0年 8 月 那須水害の様子
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《各県コーナー》

これまでの主な水害としては、昭和22年 9 月のカ
スリン台風による洪水、昭和61年 8 月の茂木町市
街地が水没した茂木水害、平成10年 8 月の県北部
をおそった那須水害などがあります。

３ ．栃木県の災害の状況
　本県における過去10年間の被害状況は、平成23
年を除くと、幸いなことに比較的災害の少ない年
が続いています。平成22年は昭和45年以来、約40
年振りに災害のない年でもありました。一方で、
平成23年は東北地方太平洋沖地震および 9月に本
県を縦断した台風15号により大きな被害が発生
し、山腹崩壊による河川の埋塞や橋梁災等も発生
しました。
　平成25年の災害については、 9月に本県を縦断
した台風18号、10月に関東地方に接近した台風26
号により、公共土木施設の被害が発生し、計 2回

の災害査定を実施しました。特に 9月の台風18号
では、県東部を中心に時間50㎜を越えるような短
時間で非常に強い降雨があったため、道路の排水
処理能力を超えた水が原因で発生した路肩の崩落
等が特徴でした。査定は被災終息後、概ね 2カ月
の11月、12月にそれぞれ実施され、県と市町を合
わせて19箇所、約102百万円の採択を受けました。

一級河川 江川（さくら市） 一級河川 坂井川（茂木町）

栃木県の近年の災害状況（市町災含む）

町道１59号 下大羽欠上り線（益子町）一般県道 飯茂木線（茂木町）

県 道

町 道
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《各県コーナー》

４．各種研修の充実
　本県では、技術の伝承と災害実務経験の習得を
目的に、公益財団法人とちぎ建設技術センターと
タイアップし、災害に関する各種研修の充実を図
っております。
　毎年、出水期前の時期に国土交通省関東地方整
備局および財務省関東財務局から講師を招き、県
および市町の災害実務担当者を対象とした「災害
復旧実務研修」を実施しています。国土交通省か
らは、災害復旧事業について災害採択の基本原則
等の基礎的な知識から申請時のポイントや留意事
項等の実践的な内容について、また、財務省から
は災害の発生から予算措置までの流れや災害査定
における立会制度についてそれぞれ講義を頂いて
おり、多くの職員が受講し災害査定について知識
を深めるとともに出水期に向けての準備を行って
おります。
　また、昨年度より模擬査定研修も実施しており

ます。具体的には、過去に実際に査定申請した現
場について被災状況の写真や現場条件を基に受講
者が各自計画を入れ、査定設計書を作成します。
その後、この査定設計書を基に被災現場に見立て
た現場において、模擬査定申請を行います。この
模擬査定申請では、提案者と共に査定官、ポール
マンの役割も順番に行うことで、それぞれの立場
から査定の流れを経験できるようになっておりま
す。さらに、この模擬査定においては査定官が申
請の一部を必ずカットすることで、提案者は査定
設計書の訂正作業まで行います。この研修は河川
課の職員が講師となり、主に土木事務所および市
町の若手職員を対象として、査定設計書の作成や
模擬査定等、実務を中心とした内容となってお
り、また、少人数での研修のため、講義では得ら
れない充実した研修内容と好評をいただいており
ます。
　さらには、防災に関する研修として本年度は「県
民の命を守る防災計画」と題して、県、市町の防
災担当向けの研修も実施しました。研修内容は、

模擬査定研修状況
（受講者が個別に講師から指導を受けられます）

災害復旧実務研修状況
（毎年災害に係る多くの職員が受講しています）
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《各県コーナー》

各種気象情報や洪水予報・土砂災害警戒情報の発
令の中身とその活用についての講義と、併せて、
各施設（栃木県危機管理センター、県土整備部防
災センター、宇都宮地方気象台）の見学を行いま
した。受講者の多くは市町の防災業務に従事する
職員で、この研修では、普段はなかなか入ること
のない施設の見学等もあり、受講者は熱心に講師
の話に耳を傾けていました。

県民の命を守る防災計画研修
（各種防災情報発令の流れについての講義）

県民の命を守る防災計画研修
（危機管理業務を行う施設の見学）

5．おわりに
　近年、地球温暖化に伴う気候の変化の影響で、
局所的な豪雨の増加や台風の激化等が顕著になっ
ていると言われています。これに伴い、災害の発
生頻度の増加や規模の大型化が懸念されています
が、万一、災害が発生した場合には迅速な対応が
とれるよう、平成26年においても引き続き各種研
修の実施等、災害に備えた万全の準備をしていき
たいと考えております。
　最後になりましたが、平成25年の災害査定にお
いて、ご指導・ご支援いただきました国土交通省
並びに財務省の方々に誌面をお借りしまして厚く
御礼申し上げます。
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「災害復旧事業に従事して」

高知県土木部
防災砂防課 主査
金子　千鶴 防災復旧班（筆者は左上）

室 戸 岬
（公財）高知県観光コンベンション協会提供

１ ．はじめに
　私は高知県土木部防災砂防課で公共土木施設災
害復旧事業の経理を担当しています。防災砂防課
の災害復旧班は、技術職員 ３名と事務職員 2名で
構成されています。
　防災砂防課には、今年の ４月に配属となったの
ですが、入庁して初めての経理担当、しかも、一
般的な公共事業に比べ非常に煩雑だと言われる災
害事務に最初は馴染めず、慣れるまでは非常に苦
労しました。
　また、土木技術の専門用語は初めて耳にするも
のばかりで、配属された当初は恥ずかしながら職
員同士の会話を聞き取ることができませんでし
た。
　しかし、現在は他の職員方にご指導いただいた
おかげで、少しずつではありますが、災害復旧事
業に理解を深めているところです。

２ ．高知県について
　高知県は、北は四国山地、南に太平洋を臨み、
西部はリアス式海岸、東部は隆起海岸となってい
ます。
　平成2３年には、室戸半島が世界ジオパークに認
定されました。
　室戸半島では、白亜紀（約 1億年前）から現在
にかけて形成された地質や地形を見ることがで
き、パワースポットとしても注目されています。
　高温多湿な気候で、高知平野では早場米が収穫
され、 ８月には新米を楽しむことができます。
　足摺岬や室戸岬では亜熱帯植物が自生してお

り、遊歩道を歩くと、まるで外国にいるような錯
覚に陥ります。
　このような、温暖な気候、複雑な地形、台風等
の気象現象が高知県特有の風土をつくりあげてい
ます。

３ ．高知県の気象
　高知県は年間降水量が2,5００ミリから３,０００ミリ
と、日本でも有数の多雨地帯となっており、土砂
災害等の被害が少なくありません。
　私は広島県出身なのですが、高知県で暮らし始
めた当初は、雨の量と激しさに非常に驚いたこと
を覚えています。
　また、台風の影響を受けることも多く、大雨、
高潮や竜巻等による被害も毎年多く発生していま
す。
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吉野川沈下橋

４．災害復旧事業に従事して
　上にも書きましたが、私は広島県の沿岸部出身
で、高知県で生活を始めて 6年目になります。
　高知県で降る雨は、広島で降る雨と異なり、短
時間にたくさん降るという印象があります。文字
どおりバケツをひっくり返したような雨の降り方
をします。
　そういった集中豪雨や台風の後には、災害復旧
班には多くの被害報告が入ってきます。
　災害担当になるまでは、雨や台風により被災す
る道路や河川がこれほどたくさんあるとは思って
もいませんでした。ニュースになるような被災は、
規模の大きなものだけだと知りました。
　私は経理担当なので、普段は被災箇所に臨場す
る機会はありません。初めて災害の現場に赴いた
のは、 7月に行われた第 5次査定でした。
　その日は太陽が照りつけ、気温３０℃を大幅に超
えるとても暑い日でしたが、災害査定官、立会官
そして申請者である自治体職員は暑さをものとも
せず、非常に緊迫した雰囲気の中で実地査定を行
っていました。
　実地査定の次の日、査定設計書に朱が入る瞬間
は、災害報告から査定受検までの申請者の仕事が
認められた嬉しさを感じました。
　査定に随行するまでは、自分の担当である災害
復旧事業の経理事務を「書類上で数字を操り管理
する仕事」という認識しかありませんでした。し
かし、被災箇所や査定の現場を目の当たりにした
ことで、自分の担当する経理事務は、被災施設の
早期復旧のための重要な仕事の一つであると自覚
する良いきっかけとなりました。
　その後 ９月には、成功認定検査の実地検査に随
行させていただきました。
　竣功した被災箇所を訪れたのも、その時が初め
てでした。先だって確認した被災写真の状況から
原状回復された現場を見て、（復旧延長３26ｍの規
模の大きな工事箇所だったこともありますが）目
の前に自分たちの仕事の成果があるのだと思うと
感動を覚えました。

５ ．災害復旧事業経理の難しさ
　私は災害復旧事業が初めての経理担当なので、
一般の補助事業と比較できないのですが、煩雑で
とても難しく、未だに苦労しています。
　適切な予算執行のために、重要だと学んだこと
があります。それは、出先事務所と緊密に連絡を
とることです。災害事務に慣れるまでは、提出期
限のある書類の作成等で余裕がなく、適切に予算
を執行するための予算管理が不十分でした。
　工事の執行状況は、土木事務所からの情報を記
録していくことしかせず、こちらから土木事務所
に執行状況の把握や調整を働きかけることを怠っ
ていました。その結果、事務所担当者に迷惑をか
けることが少なくありませんでした。現在は、技
術職員に相談し、アドバイスをいただきながら、
各事務所と連携をとって業務を進めています。
　今年度もあと少し、年度末に向けて適切な予算
執行に努めていきたいと思います。

６ ．高知家
　「高知県は、ひとつの大家族やき。」をスローガ
ンに、広末涼子さんを高知家の娘として、高知県
の PRキャンペーンを実施しています。
　ここからは私が、「高知家の一員になってよか
った」と思ったことを紹介します。それは、高知
家の「食卓」です。高知家の食卓には、太平洋で
獲れるたくさんの海の幸と、温暖な気候で育った
山の幸が上がります。
　カツオの刺身、タタキはもちろん、マンボウや
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クジラの料理もあります。ゆず、土佐文旦や小夏
といった柑橘類もおいしいです。
　高知家の人たちの多くは酒好きです。高知家の
酒は、淡麗辛口ですっきりした喉ごし。口当たり
がよく飲みやすさには定評があります。
　高知家には「返杯（へんぱい）」という文化が
あります。まず、杯を相手に渡してお酒を注ぐと、
一気に飲み干してくれます。空いた杯を返され酒
が注がれるので、一気に飲み干します。空いた杯

をまた相手に渡し、お酒を注ぎます。注がれたら
注ぎ返す。これの繰り返しです。
　高知家に慣れていないころ、酒を注がれたら無
理して飲んでいたのですが、注がれた酒を飲み干
すふりをして空いた皿に捨てている人を目撃して
からは、無理して飲むのをやめました。
　興味をもたれた方はぜひ、高知家の食卓に遊び
にきてください！ 待ちゆうき！！

カツオのタタキ
（公財）高知県観光コンベンション協会提供

土佐文旦
（公財）高知県観光コンベンション協会提供
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　「平成25年度 防災セミナー」の開催概要が下記の
とおり決まりましたので、お知らせいたします。

１ ．目　　的
　本防災セミナーは、防災対策や災害復旧業務に携
わる国土交通省や地方公共団体及び一般企業等の関
係職員及び防災エキスパート、ボランティア等防災
に関心を持つ一般の方々に対し、今後発生が予測さ
れる首都圏直下型地震や東南海地震等の大規模災害
に備え、防災体制等を強化するための一環として、
事前対策や発生時における危機管理等のあり方、そ
の後の復興 ･復旧計画等について、高度な専門知識
を有する学識経験者や行政担当者等からアドバイス
をいただくことを目的に開催するセミナーです。
　本年度は、国内外の災害対策の取り組みに関する
話題のほか、梅雨期に発生した山口・島根豪雨に関
する話題、巨大地震に備えた強いまちや住まいづく
りに関する話題、今年 ８月から運用が開始された特
別警報に関する話題等を中心にご講演いただきます。

２ ．開 催 日
　平成26年 2 月 4 日（火）

３．会　　場
　東京都港区虎ノ門「発明会館ホール」

４ ．対 象 者
国土交通省・地方公共団体及び一般企業等の災害担
当職員 ほか（募集定員　３００名）

５ ．受 講 費
　受講料（テキスト代含む）　5,０００円

６ ．協賛・後援の予定機関について
○協賛
　（一財）北海道河川財団
　（一社）東北地域づくり協会

　（一社）関東地域づくり協会
　（一社）北陸地域づくり協会
　（一社）中部地域づくり協会
　（一社）近畿建設協会
　（一社）中国建設弘済会
　（一社）四国クリエイト協会
　（一社）九州地域づくり協会
○後援
　・国土交通省　　　　・気象庁

7 ．本講習会は（一社）建設コンサルタンツ協会のＣ
ＤＰプログラムとして認定されたセミナーです。

※なお、参加申込書等詳細につきましては本協会
HPをご参照ください。

｢平成25年度 防災セミナー｣ の開催について

協会だより
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　日 程 表

9 ：30～10：00 受　　付

10：00～10：05 主催者挨拶　（公社）全国防災協会  会長　　陣内　孝雄

10：05～10：20 来賓挨拶　国土交通省 水管理・国土保全局 局長　　森北　佳昭

10：20～11：10 　　　　　内閣府 政策統括官（防災担当）付
  参事官　　青柳　一郎

我が国の災害対策について
　　― 災害対策基本法の改正を中心に ―

11：10～12：00 　　　　　国土交通省 中国地方整備局  企画部長　　足立　　徹

「山口・島根豪雨」への対応について
　　― 初動対応～復旧・復興に向けて ―

12：00～13：00 昼　食・休　憩 

13：00～13：45
　　　　気象庁 予報部 気象防災推進室 予報官　　五十嵐洋輔

特別警報の運用について

13：45～15：15 　　　　　都市基盤安全工学国際研究センター長
　　　　　東京大学  教授　　目黒　公郎 

地震災害に強いまちや住まいづくりの実現に向けて

15：15～15：30 休　憩

15：30～16：15 　　　　　国土交通省 水管理・国土保全局 防災課
  首都直下地震対策官　　宮武　晃司 

国土交通省南海トラフ巨大地震対策計画について

16：15～17：00 　　　　　国土交通省 水管理・国土保全局 河川計画課
  国際室長　　 天野　雄介

水と災害に関する国際的動向
　　― 各国で発生する水災害と取り組みについて ―

（注）講師の都合により、日程等の一部変更もあり得ますので、予めご了承下さい。
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B ５ 判　1,146頁　上製本　頒価6,400円（消費税込み）　送料協会負担

災害復旧工事の設計要領（平成2５年版）

　「災害復旧工事の設計要領」（通称「赤本」）は、昭和32年に初版を発行して以来、平成25年版で57版を数えることになります。
　その間には、請負工事への転換、機械施工の進展、新工法・新技術の開発、電算化、施工パッケージ型積算方式への移行
等、社会情勢の変化とともにその都度内容の改正を行ってまいりました。
　災害復旧事業は、被災後速やかに復旧することが事業に携わる者の使命であり、このためには、災害査定設計書を迅速か
つ適確に作成する必要があります。
　災害査定用歩掛は、文字通り災害査定設計書を作成するための歩掛ですが、実施設計書との乖離が生じないようにとの配
慮から、平成 5年 7月より土木工事標準歩掛に準拠したものとなっています。土木工事標準歩掛は、随時施工形態の変動へ
の対応及び歩掛の合理化・簡素化の観点からの歩掛の改正・制定が行われており、平成25年度の災害査定用歩掛の主な改正
内容は次のとおりです。

〔主な改正内容の概要〕
⑴　歩掛について
　災害査定用設計歩掛が準拠している土木工事標準歩掛（国土交通省）において、平成25年度は「道路除雪工」、「トン
ネル工（NATM）」、「地すべり防止工」等で一部改定を行うとともに、 9工種の標準歩掛を廃止した。

⑵　建設機械等損料の改正
　岩手県・宮城県・福島県における復興事業等での施工状況等を考慮し、「ダンプトラック」等の 3機種について、運転
1時間当たり損料を 3％割増しした。

⑶　施工パッケージ型積算方式
　昨年10月に導入している63の施工パッケージ単価について物価変動に伴う標準単価および機労材構成比の改定を行っ
た。また、平成25年10月からは、新たに146の施工パッケージを設定する。なお、災害査定における施工パッケージ型積
算の取扱いについては、「平成25年度土木工事標準積算基準書」と合わせ、パッケージ型積算の導入によって廃止された
歩掛については、「平成24年度土木工事標準積算基準書」を災害査定設計標準歩掛表（同意歩掛）として取扱うことが出
来る。

第Ⅰ編　一般事項
　第 1章　総　　則
　第 2章　工事費の積算
　第 3章　一般管理費等及び消費税相当額
　第 ４章　数値基準
　第 5章　建設機械運転労務等
　第 6章　災害査定設計書記載例
　第７章　災害復旧効率化支援システム・Photog-CAD

第Ⅱ編　共 通 工
　第 1章　土　　工
　第 2章　共 通 工
　第 3章　基 礎 工
　第 ４章　コンクリート工
　第 5章　仮 設 工

第Ⅲ編　河　　川
　第 1章　河川海岸

　第 2章　河川維持工
　第 3章　砂 防 工
　第 ４章　地すべり防止工

第Ⅳ編　道　　路
　第 1章　舗 装 工
　第 2章　付属施設
　第 3章　道路維持修繕工
　第 ４章　共同溝工

第Ⅴ編　そ の 他
　第 1章　伝統的な復旧工法（参考）
　第 2章　機械経費

第Ⅵ編　参考資料
　第 1章　設計資料
　第 2章　災害復旧における環境への取組について
　第 3章　災害復旧工法について

新刊ご案内

本書の内容

平成2５年 7 月発刊

詳細については、公益社団法人 全国防災協会ホームページの出版図書案内をご参照下さい。
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平成25年　発生主要異常気象別被害報告 平成25年12月13日現在（単位：千円）
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